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ストレスチェック制度、15年12月施行トピックス

　はじめに

　仕事に関して強い不安やストレスを感じて

いる労働者が５割を超える状況（厚生労働省

調べ）に対応するため、厚生労働省は2006年

３月に公表した「労働者の心の健康の保持増

進のための指針」に沿って施策を実施してき

た。しかし、仕事によるストレスが原因で精

神障害を発病し労災認定される労働者がその

後も増加傾向にあり、労働者のメンタルヘル

ス不調を未然に防止することが重要な課題と

なってきている。

　こうした背景を踏まえ、2014年６月公布された改正労働安全衛生法で、「ストレスチェック制

度」が新たに創設され、15年12月１日から施行される。労働者が50人以上いる事業場では、毎年

１回、ストレスチェックの検査をすべての労働者＊に対して実施することが義務づけられた。本

稿では、このストレスチェック制度のポイントを紹介したい。

＊契約期間が１年未満の労働者や、労働時間が通常の労働者の所定労働時間の４分の３未満の短時間労働者は
義務の対象外。

　１．ストレスチェック制度とは

　この制度は、労働者が自分のストレスの状態を知ることで、ストレスをためすぎないように対

処する、ストレスが高い状態の場合は医師の面接を受けて助言をもらう、会社側に仕事の軽減な

どの措置を実施してもらう、職場の改善につなげる、といった、「うつ」などのメンタルヘルス

不調を未然に防止するための仕組みである。

　このストレスの状態を知るためのツールが「ストレスチェック」。ストレスに関する質問票（選

択回答）に労働者が記入し、それを集計・分析することで、自分のストレスがどのような状態に

あるのかを調べる簡単な検査である。

はじめに

１．ストレスチェック制度とは

図表１　仕事や職業生活でストレス等のある
　　　　労働者の割合（％）

資料：労働者健康状況調査（厚生労働省）より当研究所で作成
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　制度では、事業者に対して、次のような対応を求めている。

◇定期的に労働者ストレスの状況について検査を行い、本人にその結果を通知して自らのストレ

スの状況について“気付き”を促すことで、個々の労働者のストレスを低減させること

◇検査結果を集団ごとに集計・分析して職場のストレス要因を評価し、環境の改善につなげるこ

とで、ストレスの要因そのものを低減すること

◇ストレスの高い者を早期に発

見し、医師による面接指導に

つなげること

　また、メンタルヘルス不調の

未然防止だけでなく、従業員の

ストレス状況の改善及び働きや

すい職場の実現を通じて生産性

の向上にもつながることから、

事業者には、経営の一環として

積極的にストレスチェック制度

の活用が望ましいとしている。

　２．ストレスチェック制度の実施手順

　ストレスチェック制度に基づく取組みは、次の手順で実施することになる。

　（１）導入前の準備

　①基本方針の表明

　事業者は、法、規則及び指針＊に基づき、ストレスチェック制度導入についての方針を事業

場内で表明する。

　②社内ルールの策定と実施体制・役割分担等の決定

　事業場の衛生委員会などで、ストレスチェック制度の実施方法などを話し合い、その結果を

踏まえ、社内規程として明文化する。また、制度全体の担当者、ストレスチェックの実施者・

事務従事者、面接指導担当医師、などを決める。

指針＊：「心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指導結果に基づき事業者が講
ずべき措置に関する指針」（2015年４月15日厚生労働省公表）

資料：「平成24年労働安全衛生特別調査（労働者健康状況調査）の概況」より
　　　当研究所で作成

（ストレスを感じる労働者を100としたときの割合）

図表２　仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスの内容
　　　　（３つまでの複数回答）

事故や災害の経験
配置転換の問題

雇用の安定性の問題
昇進、昇給の問題
仕事への適正の問題

定年後の仕事、老後の問題
会社の将来性の問題
仕事の量の問題
仕事の質の問題

職場の人間関係の問題
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２．ストレスチェック制度の実施手順
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　（２）実施

①　事業者は、労働者に対して、医師等（医

師、保健師、厚生労働大臣が定める研修を

修了した看護師・精神保健福祉士）による

ストレスチェックを実施する。質問票を労

働者に配布・記入後、医師等が回収し、評

価・分析等を行う。

　労働者にストレスチェックの受検義務は

ないが、本制度をより効果的なものとする

ためにも、全ての労働者が受検することが

望ましいとしている。

②　事業者は、ストレスチェックを受けた労

働者に対して、医師等の実施者から、その結果を直接本人に通知させる。

③　結果通知を受けた労働者のうち、高ストレス者として選定され、面接指導を受ける必要があ

ると実施者が認めた労働者から申し出があった場合は、事業者は医師による面接指導を遅滞な

く実施する（概ね１月以内）。

④　事業者は、面接指導を実施した医師から、就業上の措置に関する意見を遅滞なく聴取する。

⑤　事業者は、医師の意見を勘案し、必要 に応じて適切な措置を講じる。

　なお、指針においては、当該事業場の産業医がストレスチェック及び面接指導を実施する等、

中心的役割を担うことが望ましいとしている。

　（３）職場分析と職場環境の改善（努力義務）

　事業者は、実施者に対して、ストレスチェック結果を一定規模の集団（部又は課等、原則10人

以上）ごとに集計し、その特徴及び傾向を分析してもらい、その結果を踏まえて職場環境の改善

を行うよう努める。

　（４）実施状況の報告

　常時50人以上の労働者を使用する事業者は毎年１回、ストレスチェック、面接指導の実施状況

などについて、「心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告書」を所轄労働基準監督

署長に提出しなければならない。

　（50人以上の労働者を使用する事業場単位に実施義務があり、法人単位ではない。これは現行の

産業医の選任義務のある対象事業場と同様。）
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　３．ストレスチェックの具体的な実施方法等

　（１）ストレスチェック実施方法

　ストレスチェックでは、調査票を用いて、次の３領域に関する項目により検査を行い、労働者

のストレスの程度を点数化して評価し、その結果を踏まえて高ストレス者を選定し医師による面

接指導の要否を確認する。事業者は、１年以内ごとに１回ストレスチェックを実施する。

　　①職場における当該労働者の心理的な負担の原因に関する項目

　　②職場における当該労働者の心理的な負担による心身の自覚症状に関する項目

　　③職場における他の労働者による当該労働者への支援に関する項目

　　（ア）ストレスチェックの調査票

　ストレスチェックの調査票は、前記①～③の項目が含まれているものであればよいが、

指針で「職業性ストレス簡易調査票」（57項目の調査票）を用いることが望ましいとして

いる。

　　（イ）高ストレス者の選定方法等

　実施者は、次のいずれかの要件を満たす者を高ストレス者として選定する。選定基準は、

３．ストレスチェックの具体的な実施方法等

資料：ストレスチェック制度導入マニュアル（厚生労働省）より
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実施者の意見及び衛生委員会等での調査審議を踏まえて、事業者が決定する。

①「心理的な負担の原因に関する項目」の評価点数の合計が高い者

②「心理的な負担の原因に関する項目」の評価点数の合計が一定以上、かつ「当該労働者

への支援に関する項目」の評価点数の合計が著しく高い者

　　（ウ）健康診断と同時に実施する場合の留意事項

　ストレスチェックの調査票及び健康診断の問診票を区別するなど、労働者が受検・受診

義務の有無や結果の取扱いがそれぞれ異なることを認識できるようにする。

　（２）ストレスチェック結果の通知及び通知後の対応

　　（ア）ストレスチェック結果の通知は概ね１月以内に労働者本人に直接通知する。

　　（イ）高ストレス者として選定され、面接指導対象とされた労働者のうち、面接指導の申し出

を行わない労働者に対しても、申し出の勧奨を行うことが望ましいとしている。

　（３）ストレスチェック結果の記録及び保存

　労働者から同意を得てストレスチェック結果の提供を受けた場合には、事業者はその結果の記

録を作成し５年間保存する。労働者の同意が得られていない場合は、結果の記録について、保存

場所指定、保存期間設定およびセキュリティ確保等必要な措置を事業者が講じなければならない。

保存期間は５年間とすることが望ましいとしている。

　４．面接指導の具体的内容

　（１）面接指導の実施等

　事業者は、高ストレス者に選定され面接指導が必要とされた者について、本人からの申し出に

応じ て医師による面接指導を実施しなければならない。

　そこで、事業者は、あらかじめ面接指導を行う医師に対象者の勤務の状況、職場環境等に関す

る情報を提供する。その上で、医師が対象者の①勤務状況、②心理的な負担の状況、③心身の状

況の３つを確認する。

　医師による面接指導の実施後、

事業者は、就業上の措置の必要

性の有無や講ずべき措置に関す

る意見等を医師から聴き、それ

を踏まえて、労働時間の短縮な

ど必要な措置を実施する。

４．面接指導の具体的内容

就　業　区　分
就業上の措置の内容

区　分 内　　容

通常勤務 通常勤務でよいもの －

就業制限 勤務時間に制限を加
える必要のあるもの

メンタルヘルス不調を未然に防止する
ため、労働時間の短縮、出張の制限、
時間外労働の制限、労働負荷の制限、
作業の転換、就業場所の変更、深夜業
の回数の減少または昼間勤務への転換
等の措置を講じる。

要 休 業 勤務を休む必要のあ
るもの

療養等のため、休暇又は休職等により
一定期間勤務させない措置を講じる。
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　（２）就業上の措置の決定と実施

　事業者が労働者に対して面接指導の結果に基づく就業上の措置を決定する場合には、本人の意

見を聴き、十分な話し合いを通じて本人の了解が得られるよう努め、不利益な取扱いとならない

ように留意する。

　（３）結果の記録及び保存

　事業者は、面接指導の結果に基づき、当該面接指導の結果の記録を作成し、書面または電磁的

記録により５年間保存しなければならない。

　５．留意すべき事項

　ストレスチェック制度は、労働者の個人情報が適切に保護され、不正な目的で利用されないよ

うにすることで、労働者も安心して受け、適切な対応や改善につなげられる仕組みとなっている

ことを念頭に、情報の取扱いに留意する必要がある。

　（１）労働者の健康情報の保護

　メンタルヘルス不調の防止及び職場環境の改善につなげるためには、職場において、ストレス

チェック制度に関する労働者の健康情報の保護が適切に行われることが重要である。労働者の解

雇、昇進・異動に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者は、ストレスチェックの実施の事

務に従事してはならない。

　事業者にはストレスチェック制度における労働者の情報の取扱は十分な留意が求められる。ス

トレスチェックや面接指導で個人の情報を取り扱った者（実施者とその補助をする実施事務従事

者）には、法律で守秘義務が課され、違反した場合は刑罰の対象となる。事業者に提供されたス

トレスチェック結果や面接指導結果などの個人情報は、適切に管理し、社内で共有する場合にも、

必要最小限の範囲にとどめることが肝要である。

　（２）不利益な取扱いの防止

　また、ストレスチェックに関連して、事業者が以下の行為を行うことは禁止されている。

　①　次のことを理由に労働者に対して不利益な取扱いを行うこと

　・医師による面接指導を受けたい旨の申出を行ったこと

　・ストレスチェックを受けないこと

　・ストレスチェック結果の事業者への提供に同意しないこと

　・医師による面接指導の申出を行わないこと

②面接指導の結果を理由として、解雇、雇い止め、退職勧奨、不当な動機・目的による配置転

換・職位の変更を行うこと

５．留意すべき事項
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　６．その他の留意事項

　（１）外部機関にストレスチェック等を委託する場合の留意事項

　事業者は、必要に応じてストレスチェック又は面接指導の全部又は一部を外部機関に委託する

ことも可能である。この場合、当該委託先において、ストレスチェック、面接指導を適切に実施

できる体制及び情報管理が適切に行われる体制が整備されているか等について、事前に確認する

ことが望ましい。

　（２）労働者数50人未満の事業場における留意事項

　常時使用する労働者数が50人未満の小規模事業場においては、当分の間、ストレスチェックの

実施は努力義務とされている。これらの小規模事業場では、産業医及び衛生管理者の選任並びに

衛生委員会等の設置が義務付けられていないため、ストレスチェック及び面接指導を実施する場

合は、産業保健スタッフが事業場内で確保できないことも考えられることから、産業保健支援セ

ンターの地域窓口（地域産業保健センター）等を活用して取り組むことができる。

　さいごに

　ストレスチェック制度は15年12月１日から施行されることから、該当する事業者は省令、指針、

マニュアル等により事前準備をしていく必要がある。

　ストレスチェック制度についての理解が深まり、スムーズに運用されていくことを望みたい。

（上村　秀明）　
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６．その他の留意事項

さいごに


